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とです。「パソコンの作動はこれ以

上、速くなくてよいのではないか」

という意見が、すでに10年前に出

ていました。けれども、よりよいも

のが入手できるのならそれを使いた

いと思うのが人間で、ICT機器の急

激な進歩につながってきました。や

はり、コンピュータなど機器自身が

省エネを実現する仕組みが必要なの

です。

山本　省エネは目的がはっきりして

いるので、研究としては取り組みや

すそうですね。

鯉渕　いえ、あることを達成するの

に、どの方法が最少の消費電力です

むのか判定することは、実は簡単で

はないのです。一般的な電気機器で

もスイッチのオン・オフは、頻繁に

作業をするのなら少ない方がよく、

作業頻度が少ないならそのたびにオ

ン・オフした方がよい、というでしょ

う。このさじ加減が難しい。

　作業を最適化するコンピュータの

計算にしても、厳密な計算をさせて

最適度を精密に決めようという考え

があります。一方で、複雑な計算を

するには大きな電力を消費しますか

ら、何も計算しない方がよいのかも

しれない。かけた消費電力に対して、

どれだけの効果が得られるのか、簡

単にはわからないのです。さらに時

進むICT機器そのものの省エネ化
NII Interview

鯉渕道紘
Michihiro Koibuchi
国立情報学研究所　
アーキテクチャ科学研究系准教授

東日本大震災を機に、国民の省エネ意識は大きく向上した。オフィスではパソコン利用に制限を課す
などの努力を行い、研究機関はスーパーコンピュータ（スパコン）の一時停止にも動いた。今こそ NII

が取り組む “ICT機器の省エネ化” 研究の、社会における位置づけを考えてみたい。

山本　電力の省エネ、つまり低消費

電力化の考え方はICTの場合、照明

や家電機器などと、背景が少し違う

とうかがいました。

鯉渕　世界の消費電力量のうち、現

状ではICT機器の占める割合は数％

にすぎません。しかし、多数のコン

ピュータを使って作業をするデータ

センターの消費電力量が数百メガ

ワットにのぼるなど、消費電力量は

ICTの進展スピードと相まって、加

速度的に増えているのが問題なので

す。「20年たつと、普通のパソコン

がスパコン並みの能力になる」とい

う表現を聞いたことがあるでしょ

う。スパコン自体の能力も、10年

で1000倍になっています。この勢

いだと、2050年にはコンピュータ

が全人類と同じ計算処理能力を持つ

可能性があるという報告があります。

　けれども、コンピュータでは人の

何十万倍ものエネルギーを必要とす

るため、このままではとんでもない

ことになってしまう。ですからICT

機器の効率を高め、省エネ状態で作

動させる研究が必須なのです。

山本　一般家庭ではあまり必要性を

感じないのではないでしょうか。

鯉渕　私は集合住宅に住んでいて、

使用できるのは30アンペアまでで

す。けれども少し性能のよいパソコ

ンを使うと、このうちの半分、15

アンペアを使ってしまいます。ヘ

ビーユーザーは24時間パソコンを

動かしたいのに、電子レンジやエア

コンなど消費電力の大きな家電との

併用を、気にしなくてはならない状

態です。

　最近、感じるのは、「人に節制の

継続を求めるのは難しい」というこ

特集
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て研究を進めています（10～11ペー

ジ参照）。

山本　NIIのような学術的な研究機

関の行う研究は、企業の取り組みと

どう違うのでしょうか。

鯉渕　日本の企業が得意なものの1

つは、ある手法が有効だと見えてい

てそれをグループで実際的な形に

仕上げるものです。これに対して、

NIIのような研究機関は、「こんな

手法もあるのではないか」とさまざ

まな別な道を、個々の研究者が独自

の視点で示すという役割があります。

　この10～15年で、「この機器にお

いて、こんな取り組みをするとどれ

だけ消費電力を削減できるか」とい

う具体例の研究が、案件ベースの

ケーススタディーとして進んできま

した。今はそれらを低消費電力技術

としてまとめる段階にあります。

　それにより、さらに挑戦的な手法

の開発につながる流れが出てくるで

しょう。例えば、情報システムにと

どまらない、情報社会全体の無駄排

除、効率化につながるアプローチに

なるかもしれません。最近はシミュ

レーション技術も発達して、“プルー

フ・オブ・コンセプト”、つまり大

規模なコンセプトの証明も可能と

なっていますから…。

山本　研究対象は広がる一方ですね。

鯉渕　他分野の専門家に「こんなこ

とがICTでできないか」と尋ねられ

ると、ほとんどの場合、「簡単にで

きますよ」というのが答えです。一

昔前は「データ量が巨大すぎる、あ

るいは計算能力が足りないので難し

い」ということがあったのに。今は

ICTの能力が驚異的に進歩し、あら

ゆるものの情報化を推し進めていま

す。それだけに社会を大きく変える

ために、さまざまなアイデアを発信

し、議論することがより重要になっ

てきているのです。

代が進んで、例えば光デバイスが主

流になるとこれまでの議論の前提条

件すら変わってしまう可能性もあり

ます。

山本　地球温暖化に影響がある二酸

化炭素の排出抑制と、石油など再生

できないエネルギー資源の節約に向

け、日本政府はグリーンイノベー

ション推進を掲げています。あらゆ

る産業がICTを活用してこれを進め

る、と聞いたのですが、どういうこ

とですか。

鯉渕　ソフトウェアをはじめとする

ICT技術で、あらゆる制御や調整を

最適の状態にすることが、どの産業

でも大きなプラス効果を生み出しま

す。電力の供給側、需要側の両方を

コントロールして、電力の流れを最

適化する次世代送電網（スマートグ

リッド）がその代表例です。これら

はICTを使った省エネですから “by 

ICT” と呼ばれます。これに対して

先に話したICT機器そのものの省エ

ネは “of ICT” と呼びます。両方の

アプローチが必要でしょう。

山本　NIIにおける研究成果の事例

をお願いします。

鯉渕　スパコンのネットワークのオ

ン・オフ制御などを工夫することで、

消費電力を10分の1にする成果を出

しています。また、コンピュータの

プロセッサの中で、やはりネット

ワークでつながっている情報処理の

チップも、ある部分に限ってですが

7割減にすることができました。こ

れらの of ICTの研究に加えて、現

在、by ICTの研究として、西宏章（慶

應義塾大学准教授、NII客員准教授）

らと、スマートグリッド基盤ともな

りうるオープン・ルータ技術につい

山本佳世子
Kayoko Yamamoto
日刊工業新聞社　
論説委員兼科学技術部編集委員
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インタビュアーの一言
鯉渕さんはもともと、コンピュータ設計をしていた
が、壁となる ICTエネルギー問題に直面したのが、
ICT機器の省エネの研究に取り組むきっかけだった
という。研究で生じた課題の解決で、別の研究が進
展することは、しばしば見られるものだ。しかし、
省エネを推進するのが、長期の保守・整備が重要で
堅実な電力会社の研究者ではなく、新しいものをお
もしろがってすぐに取り入れる ICTの研究者という
点が興味深い。NIIの潜在力は私たちが思っている
以上なのかもしれない。
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ICタグを使った低炭素社会の実現
現在、温室効果ガスの排出権取引は一部の大手企業などでしか行われていない。NIIでは、これを一般
消費者でも参加できるものにしようと、ICタグを活用したしくみづくりに取り組んでいる。今春実施
されたスーパーでの実証実験について話を聞いた。

排出権取引が
一般に普及しない理由
　温室効果ガス排出削減に対する経

済的インセンティブの一手段として、

現在、排出権取引が利用されている

が、排出権にはいくつかの種類があ

る。例えば、クレジットと呼ばれる

排出権は、温室効果ガス排出削減活

動において、削減をしなかった場合

の排出量（ベースライン）に対して、

削減活動を行ったときの排出量との

差のこと。これを他者に売り、温室

効果ガス排出削減のコストを小さく

できるようにすることで、削減活動

の経済的インセンティブを与えると

いうものだ＊1。

　しかし現状の排出権取引は、非常

に煩雑な電子取引を必要とし、さら

に手間とコストがかかることから、

取引は 1000t単位で行われ、その

決済手数料も高い。このため、取引

に参加できるのは、カーボンプロバ

イダーと呼ばれる専門業者か一部の

大手企業に限られている。簡単かつ

小口化された排出権取引を実現しな

い限り、中小企業や個人が取引に参

加するのは事実上不可能である。

　また、最近では、オフセット付き

年賀はがきに代表されるように商品

に排出権をつけることで、商品に関

わる温暖化ガスをオフセット＊2す

る方法が人気を集めている。しかし、

排出権分として転嫁された金額を消

費者が払っているにもかかわらず、

実際には消費者に排出権が渡らない。

　「この場合、商品の製造者や販売

者が海外などから排出権を買い取っ

て、所定の手続きに従ってカーボン

オフセットを代行しているわけです

が、購入者はそれが正しく行われて

いるかどうか知るすべがなく、使用

先も自分で決めることができません。

対企業の場合、買い取った排出権を

実際に得られなければ、会計上の問

題も出てきます」と佐藤一郎教授は

問題点を指摘する。

　そこで佐藤教授が発案したのが、

排出権取引を実際のサプライチェー

ンに組み込むことで、より簡単に皆

が参加できるしくみだ。ここで鍵を

握るのは、シールのように商品に貼

りつけられる ICタグやバーコード。

排出権付き ICタグやバーコードを

あたかも有価証券のように扱うこと

で、排出権を購入した人の手に権利

が渡るようにして、取引を簡単にし、

自由度を持たせることを可能にした。

　「私はもともとコンピュータネッ

トワークの分散システムを研究して

いて、排出権取引はおろか、CO2

削減などまったくの門外漢でした。

複数台のコンピュータを何人もの利

用者が共有して使用する場合、各利

用者のプロセッサへの負荷によって、

メモリの使用量に違いが出てくるこ

とから、負荷が少なかった利用者に

対してなんらかのインセンティブを

与えられないかと考えていたところ、

似たメカニズムとして排出権取引に

目をつけたのです。社会的な要請も

大きいことから、分散システムの研

究から離れて、排出権取引そのもの

の研究をしてしまったのです」。

スーパーで実施された
世界初の実証実験
　そうしたなか、佐藤教授の働きか

けによって、今年 2月には実証実験

にこぎつけた。これは、NIIと凸版

印刷、日本ユニシス、セブン&アイ・

ホールディングス、三菱 UFJリー

佐藤一郎
Ichiro Satoh
国立情報学研究所
アーキテクチャ科学研究系教授
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協議会

CO2削減・吸収
プロジェクト

排出権が
割り当て済み
シール

工場

販売店 消費者

販売

商品にシール貼付

購入

シールを剥がす シール提出

協議会

個人・家庭
（償却・無効化）

地域・NPO
（口座）

排出権
口座

シール返却者が
指定する
口座に移転

小口化

スなどからなるサプライチェーン環

境貢献技術検討協議会の主催により、

地球温暖化対策 ICTイノベーショ

ン推進事業（PREDICT）の助成を

受けて実施されたもので、イトー

ヨーカドーアリオ北砂店（江東区）

の店頭で、実際に排出権付き紙パッ

ク飲料を販売するという試みである。

　「しくみは至ってシンプルです。

CO2削減・吸収プロジェクトから

買い取った排出権を協議会が小口化

して、排出権を割り当てたシールを

作成、これを各商品に貼って販売し

たのです。購入した消費者はシール

をはがして、協議会に返却する際に、

排出権の使途を自由に決めることが

できます」。

　約 5000本の紙パック飲料に貼
ちょう

付
ふ

されたシールにはQRコード（2次

元バーコード）が付けられていて排

出権情報を読み出せるようになって

おり、排出権の二重添付や虚偽決済

を防ぐことができる。購入者はこの

シールを 2枚集めて応募用紙に貼

付し、店内に設置された専用カウン

ターに提出、その際に、江東区や地

元の小学校、環境貢献をしている

NPO団体など 5つの中から支援先

を決めることができるというものだ。

　さらに今回の実験で特筆すべきな

のが、個人向けの排出権口座を設け

た点である。

　「これは世界初の試みです。銀行

口座のように個人が排出権をためて、

自由に使い道を決めることができる

ようにしました。一種のオマケの感

覚ですね。将来的に排出権というオ

マケ付きの商品が出回れば、消費者

はオマケが多い商品を選ぶようにな

り、排出権の需要が増えることで、

結果として低炭素社会に貢献できる

ようになると考えています」。

驚きの売上と回収率
　実際にオマケ効果はてきめんで、

2月 9日～ 22日までの実証実験の

期間中に、5000本の飲料はほぼ完

売、平均売上はなんと実験前の 3.5

倍にも上った。

　「さらに驚いたのが、シールの回

収率の高さです。通常のキャンペー

ンの場合だと 1%にも満たないの

が普通ですが、今回は 41%にもな

りました。試飲なしのキャンペーン

としては驚異的な数字といえるで

しょう」。

　もうひとつ意外だったのは、排出

権の使用先として、地域の環境活動

を選んだ人が多かった点である。

　「環境貢献に加え、地域貢献にも

なることが、回収率の高さにつな

がったのだと思います。販売店側と

しては、地域にリーチができるとい

うメリットも確認されました。ま

た実験では店舗側に頼んで、2週間、

私自身も売り子や品出しをさせてい

ただきました。顧客の反応や実運用

の問題は、実際に顧客に接して、店

舗のバックヤードを経験するのが一

番ですから…」。

　次回の実験ではその経験を活かし

て、いくつかの新しい試みを計画し

ているという。佐藤教授は、もとも

との研究動機である分散システムに

ついても忘れてはいない。「排出権

取引の研究と実験で得られた知見を

今度は分散システムに活かしたいで

すね」。両方向への今後の展開に期

待したい。

 （取材・構成　田井中麻都佳）

＊ 1	 一方、キャップアンドトレード方式は、政府
から企業などに課した温室効果ガス排出制限
（排出枠）より排出量が少なかった場合、余っ
た排出枠を、排出量を超えた企業に売ること
ができるというもの。

＊ 2	 自らの温室効果ガス排出量のうち、削減が困
難な部分の排出量について、他の場所で実現
した温室効果ガスの排出削減分を購入するこ
とをいう。

排出権取引の実証実験の概要
排出権取引の世界初の実証実験は、図のような形で
行われた。サプライチェーン環境貢献技術検討協議
会が買い取った排出権は小口化され、販売される商
品に 3種のシール（–700g、–500g、–300g、上の写真）
として貼付される。購入した消費者はシールをはが
して協議会に返済する際に、排出権の使途を決める。
さらに、カード（上の写真）で管理できる個人向け
の排出権口座も設けられている。

Special  feature
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電気自動車を活用した
スマートグリッドの実証実験
ICTを活用して電力の需要と供給のバランスを調整し、送電量の制御と最適化を行う次世代電力網（ス
マートグリッド）。このスマートグリッドに電気自動車と高度道路交通システム網を組み込み、総電力
量の削減と電力需要のピークシフトを検証するエコタウンの実証実験が長崎県の五島列島で実施され
ている。これは地域の活性化に貢献しており、“エネルギーの地産地消” のモデルとしても期待される。

離島における電力の安定化を
スマートグリッドで実現
　九州の最西端にある五島列島は古

くから海外貿易の拠点として栄え、

島内に点在する教会群が世界遺産へ

の暫定リストに入るなど、歴史的遺

産も少なくない。このような歴史情

緒あふれる五島列島だが、実は地域

で消費する電力の 20%ほどを風力

発電でまかない、130台の電気自動

車（EV）をレンタカーとして導入

するなど、自然エネルギーを積極的

に活用する地域でもある。

　慶應義塾大学理工学部システムデ

ザイン工学科の西准教授は「130台

の EVが人口 5万人の地域にレン

タカーとして導入され、一般の方が

日々の足に利用しています。この普

及率と利用方法は、まさに日本が想

定する 10年後の姿であり、未来を

先取りしている地域でもあります」

と話す。ただ、五島列島のような離

島では本土からの送電容量も限られ

ており、恵まれた電力環境にあると

は言えない。離島ではガスタービン

発電機などを設置してピーク時の電

力確保に努めている例も多く、発電

コストや CO2排出量などが問題と

なりやすい。特に夏冬に突出する電

力需要への対応が大きな課題になっ

ている。

　この課題を次世代電力網（スマー

トグリッド）で解決しようと発足し

たのが、既存の電力網に EVや高度

道路交通システム網（ITS）を組み

合わせたスマートグリッド構築を

掲げる長崎 EV&ITSコンソーシア

ム（長崎エビッツ）である。そして、

地域にある電力関連設備を積極的に

活用することで、電力供給力の安定

化を狙う五島エコアイランド構想が

立ち上がり、その実証実験が五島列

島で行われている。

EVの活用が鍵となる
エネルギーの地産地消
　五島エコアイランド構想について、

西准教授は「電力を蓄える電池はま

だまだ高価です。安定した電力供給

には、ピーク時の需要に応じた供給

能力を必要としますが、電池なしで

供給能力を削減するためには、節電

や省エネが必要となります。EVが

普及することで、電力が不足する

時は EVの蓄電池から電力を借り、

余っている時に返すといった使い方

が可能になります。しかも EVは動

くことができるので、不足する地域

に移動させることもできます。五島

エコアイランド構想は、スマートグ

リッドを活用した省エネを積極的に

推進させることで電力使用量のピー

クを削減し、さらに EVが蓄積した

電力を融通し合うことで需要変動に

よる送電量を平準化させるという意

欲的な試みです」と説明する。

　実は EVを蓄電池として活用する

メリットは送電量の平準化だけにと

どまらない。例えば、風力発電や太

陽光発電などの自然エネルギーは天

候によって発電量が増減するという

西　宏章
Hiroaki Nishi
国立情報学研究所
連携研究部門客員准教授
慶應義塾大学理工学部
システムデザイン工学科准教授

特集

ICTによるグリーンイノベーション
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電気自動車の普及により
展開可能なサービス

家庭や地域の電力需
要を勘案した自動充
電と省エネと快適性
の両立の実現

可能なサービス

EV専用レーンによる自動運転等、
ITSを利用した各種サービス

電気自動車

未来型エコドライブ

自然エネルギーの利用促進EV専用駐車場による高密度駐車と非接触給電

電気自動車の電池を
利用した安定化

EV

P

○× パーキングに駐
車すると、自宅に戻
る十分な電力を残し
て 300円 ETCチャー
ジできます。

電気使用量最小で
経路を探索します。

○× 急速充電器は、
空いていて、電力に
余裕があります。

高度道路交通情報網との融合に
よる利便性・実用性の向上

不安定要素を抱えているが、その欠

点を EVの蓄電池でカバーすること

もできる。これによりエネルギーの

地産地消がより現実味を帯びてくる。

積極的な省エネにより
15%の電力使用量を削減
　五島エコアイランド構想では

さらなる省エネのため、新たな

省エネ手法についても検討して

いる。それがビルエネルギー管理

シ ス テ ム（Building and Energy 

Management System：BEMS）

やホームエネルギー管理システム

（HEMS）を活用した自律的な省エ

ネ制御システムの構築だ。

　「今回の実証実験で試したシステ

ムの特長は、管理者は何%削減す

るという削減目標を設定するだけで、

実際の省エネ制御はシステムに一任

してしまうところにあります。目標

を与えられたシステムは施設内の温

度・湿度や風量、利用者の着衣量、

運動量を測定し、そのデータから算

出した快適指数をもとに利用者を不

快にさせず、かつ積極的な省エネ運

転を実行できるプランを自律的に選

択・実行します。管理者はその様子

をモニターで確認するだけです。結

果も上々で、福江港のターミナルビ

ルでは利用者からの不満の声を聞く

ことなく 15%近い省エネ運用を実

現できました。他の施設でも同様の

結果が出ています」（西准教授）。

　また、BEMSやHEMSは施設に

付属する EV用急速充電器付き駐車

場の利用状況も把握している。今回

の実証実験では、駐車場を利用す

る EVの駐車時刻や駐車時の蓄電率、

充電状況などの詳細情報を記録・収

集してきた。それらのデータをもと

に施設の電力需要ピークを分散させ

るためには何台の EVから電力を融

通してもらえばいいかをシミュレー

ションしたところ、福江港ターミナ

ルビルの場合、夏は 66台、冬は 33

台の EVがあれば十分対応できるこ

とが分かったという。

　「課題があるとすれば、それは

EVの普及率です。実はこの数字を

無理なく実現するには 80%の普及

率が必要になります。ただ、普及率

が低くても、それに応じた効果は期

待できますし、今後、長崎エビッツ

がもたらす効果や価値を人々が実感

できれば、普及率の急速な向上も夢

物語ではないと思っています」（西

准教授）。

スマートグリッドに
“使って楽しい” 仕組みを
　「今回の実証実験は、EVの価値

を一般の人々が気軽に体験できる

チャンスにしたかったという思いも

ありました。携帯電話がそうだった

ように、EVも、“使って楽しい”、“面

白そう !” と人々が実感してはじめ

て普及していくと思うからです」と

西准教授は話す。

　そうした工夫の 1つに EVが搭

載する専用カーナビがある。リアル

タイムで更新される観光情報を受信

でき、観光地の混み具合や船の発着

情報、地域にある美味しい店の紹介

など、利用者の移動状況に応じた情

報を提供する。また利用者からサー

ビスを使った感想やあると楽しい

サービスをアンケートで集め、今後

のサービスの拡充に役立てていくと

いった取り組みも忘れない。

　「今はまだ移動手段としての EV

の利用にとどまっていますが、将来

的には蓄電池としての EVを利用で

きる環境を用意し、人々にその価値

を実感してもらえるようにしたいと

思っています。例えば、EVの電力

をビルや商業施設に提供する代わり

にスーパーの割引券が発行されると

いった仕組みを提供するなど、日々

の生活の中での便利が広がることで

普及率も向上していくと考えていま

す。そうした人々の営みを支えるイ

ンフラ構築として長崎エビッツに関

わっていきたいです」（西准教授）。

 （取材・構成　渡辺　馨）

電気自動車の普及とITSの発展により展開可能なサービス
長崎県の五島列島で実施されているエコタウンの実証実験では、電気自動車（EV）の活用が鍵になっている。EVの
活用により図のようないろいろなサービスが可能となり、エネルギーの地産地消も期待できる。

Special  feature

Green Innovation through ICT
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スパコンの消費電力の危機
　スーパーコンピュータ（スパコ

ン）は、普通のパソコンと比べもの

にならない計算パワーと巨大なメモ

リ、高速のネットワークを備えたコ

ンピュータである。宇宙創成の謎の

解明や遺伝子の解析など最先端の研

究からよく飛ぶゴルフボールや、壊

れにくい携帯電話も、スパコンのシ

ミュレーションによって実現した。

スパコンのニーズは広範な分野でま

すます増えるばかりだ。

　そこで問題となってきたのが、ス

パコンが消費する膨大な電力である。

「あるスパコンの消費電力は、約

16MWといわれています。どのく

らい大きいかは、普通の家庭の消費

電力を 2kWとしたとき、8000戸

分に相当すると考えればわかりま

す」と話すのは、NII学術情報ネッ

トワーク運営・連携本部の客員教授

で、東京工業大学の松岡聡教授だ。

　スパコンが消費する電力は、社会

的に許容される限界値に近づいてお

り、これ以上スパコンの台数を増や

したり、高機能化するのが難しく

なってきているという。また、地球

温暖化の原因である CO2の排出量

削減のためにも、スパコンの省電力

化は避けられない。

　このような状況を受けて、2006

年頃からスパコンのグリーン化に向

けた動きが生まれてきた。そして

2011年 4月、NIIと東京工業大学、

北海道大学が共同で新しい発想のス

パコンの大規模実証研究をスタート

させた（図）。

互いに強みをもち寄った
グリーン化研究
　「車を省エネ化する場合、ボディー

を軽くしたり、エンジンの効率化を

図ったりさまざまなことをやりま

す。スパコンについても “これさえ

すれば省電力化できる” という技術

は存在しません」と松岡教授。だか

ら、さまざまな知恵と技術を結集さ

せる共同研究を行う。今回の大規模

実証研究では、「効率的な冷却技術」

の開発と、離れた場所からスパコン

を運用する「リモート自律運用シス

テム」の実用化をめざしている。そ

こで、北海道大学の寒冷地を利用し

た冷却技術、東京工業大学の遠隔地

からスパコンを運用する技術、NII

の高速大容量の学術情報ネットワー

クという強みが生きてくる。

　まず、「効率的な冷却技術の開発」

を重要課題としたのは、現状ではス

パコンの冷却にかなりの電力が消費

されているからだ。現存のスパコン

は、発生した熱で動作異常が起きな

いよう、常に 15～ 20℃に冷却さ

れている。

　スパコンがどれくらい効率的に動

いているかの指標に、PUE（Power 

Usage Effectiveness）という値が

ある。この値の 1より大きい部分

は計算以外で使う “無駄な電力” な

ので、それが大きいほど無駄が多い。

その “無駄な電力” 中に占める “冷

却用の電力” は大きく、従来型の空

That's Collaboration : 

NII - Universities

地球にやさしいスパコンの開発に向け
実証研究を開始
環境負荷を減らそうとする「グリーン化」。大型化し消費電力が増え続けているスパコンにも、グリー
ン化の波が押し寄せている。NIIと東京工業大学、北海道大学は共同で、もはやその存在なくしては産業、
学術研究、日常生活も成り立たない “スパコン” について、地球にやさしいあり方を探っている。

松岡 聡
Satoshi Matsuoka
国立情報学研究所　
学術情報ネットワーク運営・連携本部客員教授
東京工業大学学術国際情報センター教授
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調装置の冷却では、PUEを 1.5よ

りも低く抑えることは難しい。そこ

で、今回は PUEを限りなく 1に近

づける新しい冷却法の研究を行って

いるが、それは寒冷地の方が当然有

利だ。さらに、「スパコンを冷却す

る」から「スパコンが発する熱を利

用する」という発想の転換ができれ

ば、利用した熱量に相当する電力を、

スパコンは消費していないと見なせ

る。このようなスパコンから発生す

る熱を利用しやすい環境も寒冷地で

ある。特に北海道には大規模な地域

暖房があり、熱を高効率で利用でき

るので、実証研究を行う場所として

適している。

「リモート自律運用」の実用化
　スパコンを寒冷地にもっていくの

は簡単なことではない。「“スパコン

は手元に置くものだ” というこれま

での常識を変えなければなりませ

ん」と松岡教授と共同研究者のNII

リサーチグリッド研究開発センター

の合田憲人特任教授は、口をそろえ

る。スパコンを移す場合、スパコン

を所有する機関は遠隔地から運用し

なければならなくなるからだ。

　重要なデータを扱い、巨大な負荷

がかかり、使い方も熟練を要するス

パコンは、これまでは綿密なケアが

必要で、不具合などが発生した際に

備えて無人で運用されることはな

かった。これを打開するのが、「リ

モート自律運用システム」だ。大き

なデータでもスムーズに転送できる

十分なネットワークを整備し、さら

に遠隔地からの指示でメンテナンス

もできるようにする。

　「NIIは S
サ イ ネ ッ ト

INETという学術情報

ネットワークで日本中の大学と研究

機関をつないでいます。このネット

ワークがリモート自律運用を可能に

するでしょう」と合田教授。さらに

このネットワークの発達によって、

将来的には、使いたい人がすぐに空

いているスパコンを使える環境が整

うともいう。その時のために合田教

授は、誰がいつどのように使用する

のかを決めるスケジューリングの研

究もしている。

　今回の大規模実証研究から派生す

る技術やシステムが、今後 ICT機

器にどのように応用されていくかは

計り知れない。

スパコンの未来を開く
　「世界有数の能力を誇る日本のス

パコンですが、研究や製品開発に

使っているユーザーにとって、その

能力はまだ満足できるものではあり

ません」と松岡教授も合田教授もス

パコンの飽くなき挑戦は続くとい

う。もっと高性能なスパコンがあれ

ば、病気のメカニズムや自然災害の

発生などを今より高い精度でシミュ

レーションでき、私たちの暮らしは

もっと安心でもっと安全になるだろ

う。しかし、現状では、電力需要の

問題でこれ以上のスパコンの大幅な

高速化、高機能化は難しいところま

できている。スパコンのグリーン化

は、地球にやさしいスパコンを実現

するだけでなく、スパコンの未来を

開く鍵でもあるのだ。

　大規模実証研究は始まったばかり

で、どのような技術が生まれるかわ

からない部分もある。ここで生まれ

た技術は 2015年に運用予定で開発

中の東京工業大学の次世代スパコン

「T
ツ バ メ

SUBAME3.0」に応用する予定

だ。そのときに、何が可能になって

いるのか、今から楽しみである。

 （取材・構成　池田亜希子）

自動負荷
分散技術

自動計測＆
制御技術

Self-healing 技術
実時間・大規模
リモート利用技術

PUE≒1.0への挑戦

高消費電力・高負荷、高変動

PUE＝
計算用電力＋冷却等電力

計算用電力

・自動制御
・スケジューリング

超省電力
自律運用システム

大気冷却

超低コスト運用への挑戦

合田憲人
Kento Aida
国立情報学研究所　
リサーチグリッド研究開発センター特任教授

地球にやさしいスパコンを
目指して
今回の大規模実証研究では、①ス
パコンを寒冷地にもっていって大気
冷却などを利用することで、世界初
の PUE が 1.0 のスパコンを開発する
ことと、②「リモート自律運用システ
ム」により遠隔地からの運用とメン
テナンスを可能にし、運用コストの
大幅削減を実現するという2つの大
きな目標がある。
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鯉渕　30年後のインターネットに

対してイノベーションを起こせない

かと、私たちは議論を重ねてきまし

た。そして今、“情報オープンイノ

ベーション” という目標に向かって

います。

西　この言葉は、井上さんが考えま

した。“オープン” つまり “誰でも

参加できる” インターネットを実現

するためのインフラ構築を目指して

います。インターネットが短期間で

ここまで発展したのは、ユーザーの

誰もが参加できる環境が整えられ、

豊富なサービスが提供されるように

なったからだとされています。しか

し、インターネットは完全にはオー

プンではありません。

鯉渕　本当にオープンにするための

手段として、ルータの高機能化を考

えていますね。

西　ルータはインターネットを構成

する機器の 1つで、情報を送り手

から受け取り手へ転送する働きをし

ています。つまり、インターネット

を通るすべての情報が、ルータを通

過しています。ここで情報を収集し

て蓄えて必要な時に提供できるよう

にしたら、情報の利用可能性は広が

り、まさにインターネットのオープ

ン化によるイノベーションの創出が

期待できます。これを “サービス指

向ルータ” と呼んでいますが、日本

では「禁じ手」ですね。

井上　「禁じ手」とはセンセーショ

ナルな表現ですが、今の常識であ

る「情報はセキュリティで守られる

ものだ」という考えが変わらない限

り受け入れられないという意味です

よね。私はこの考えは情報技術の進

展とともに変わると思っていますが、

それまでは「情報は安全に配慮しな

がらも利用する」のが得なのだと理

解してもらえるように説明する必要

があるでしょう。

それぞれの視点が生きる連携

西　私はずっとルータを研究してき

ました。いわゆるスピード狂で、ルー

タのデータ転送速度を上げることに

一生懸命でした。インターネットで

リアルタイムに情報を入手できるよ

That's Collaboration : 

NII - Industries

「情報オープンイノベーション」の
実現に向けて
将来のインターネットがどうあるべきかについては、さまざまな意見がある。アーキテクチャ科学研
究系の鯉渕道紘准教授、西宏章客員准教授（慶應義塾大学理工学部）、アーキテクチャ科学研究系の井
上恒一特任研究員らは 2007年頃から仲間たちと議論を重ね、“情報オープンイノベーション” が欠か
せないと考えるようになった。今回は主要メンバーである日立情報通信エンジニアリングの岩崎慶介
氏にも加わってもらい、情報イノベーションに寄せる思いを語ってもらった。

鯉渕道紘
Michihiro Koibuchi
国立情報学研究所
アーキテクチャ科学研究系准教授

西　宏章
Hiroaki Nishi
国立情報学研究所
連携研究部門客員准教授
慶應義塾大学理工学部
システムデザイン工学科准教授

岩崎慶介
Keisuke Iwasaki
日立情報通信エンジニアリング
シニアスペシャリスト

井上恒一
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うになるには、転送速度を上げる必

要があると思っていたからです。し

かし、実際に速度を決める要因は、

情報提供サイトが情報を集めるのに

かかる時間です。それがわかり、情

報が通過するルータで、リアルタイ

ムに情報を集めたいと考えるように

なりました。

岩崎　ルータはこれまで、データ転

送の正確性と速さで勝負してきまし

た。現状に限界を感じ、付加価値の

あるものをつくりたいと思っていた

ので、このアイデアは魅力的でした。

企業は物を世の中に出したいという

気持ちが強いので、ルータを実際に

形にするところに関わっています。

現在、FPGA＊上でのハードウェア 

エミュレータをつくって研究室レベ

ルの実証研究を行っています。

鯉渕　私たちにとっても企業の人に

参加してもらうのは有意義です。大

学の研究では、自分のコンセプトの

是非を検証しなければなりません。

NIIが設計、運用している S
サ イ ネ ッ ト

INET

というネットワークに実装したいと

考えていますし、社会情報基盤を大

きく変える研究ですから、企業の“物

を世の中に出していく視点” が重要

です。

岩崎　確かに、将来このルータが導

入されるかは、ネットワークインフ

ラを構築している通信キャリアと呼

ばれる会社の意向が関わってくると

いうことも考えています。一方、私

たちにとって産学連携は、新しい研

究に参加できるチャンスです。ここ

で培った技術がそのまま実用化でき

るかどうかはわかりませんが、将来

こういうイノベーションもあると大

きな提案ができる可能性が開かれま

した。

井上　連携では、共通の目標をそれ

ぞれの視点で見ることが大切です。

ベンチャーを経営している私はビジ

ネスモデルを考えるオタクですから、

情報オープンイノベーションが起

こって社会情報基盤が変わったとし

て、それを利用したサービスプロバ

イダーが成り立つものか常に考えて

います。

30年後の世界

鯉渕　情報オープンイノベーション

が実現したとして、30年後はどう

なっているでしょうか。

岩崎　ほとんどの製品に ICTが搭

載されるようになってきました。そ

こから集まってくる情報は、お客様

の要望に素早く応えるために利用さ

れるでしょう。ほかにもさまざまな

ことが可能になりますが、イノベー

ションによって起こる大きな変化を

具体的にイメージするのはとても難

しいです。

西　30年後を見越した研究といっ

ても、一般的なプロジェクト期間は

5年以内です。その都度成果を出し

ており、具体的な利用法は徐々に見

えてきています。例えば、ルータは

情報がどこから送られてきたかわか

るので、危ないサイトやメールを見

つけ、フィッシング詐欺を防止でき

ます。

井上　私は、日本再生につながると

思っています。インフラがオープン

になれば、そこに新しいサービスが

生まれます。手離れよく売る消費時

代から、囲い込んでサービスを提供

する時代に変わるのです。サービス

には “日本のおもてなしの心” が生

かされるので、世界における日本の

競争力は増します。これが、日本企

業の勝利の方程式になればと思いま

す。まずは、小さなコミュニティで

もいいので利用してくれる場所を見

つけたいです。

鯉渕　ルータの機能に少し手を加え

ることで世の中がガラッと変わると

いうのは、研究として非常に躍動感

があります。30年後を見たいと思っ

て、夜中まで考えていても苦になり

ませんね。

井上　私たちは欲張りなんですね。

情報オープンイノベーションは研究

としての新しさはもちろん、野心的

であり、越えなければならない壁は

高い。さらに、周辺に巨大なビジネ

ス機会がある。この欲張りなビジョ

ンがあることが、この仲間の強みで

あり連携がうまくいく秘訣だと思い

ます。 （取材・構成　池田亜希子）

＊	 Field-Programmable Gate Array の略語。製造後
に購入者や設計者が構成を設定できる集積回路。
製品のアップデートや新たなプロトコル規格へ
の対応の検証をスムーズに行うことができる。
今回はルータを高機能化するために用いている。 

情報オープンイノベーション
でインターネットはどう変わ
るか？
開発中のルータは、通過した情報を
選択収集し、ユーザーの必要に応じ
て提供できる “情報イノベーション基
盤” を可能にする機器である。現在の
サーチエンジンのサービスのように情
報収集のためにほかのサイトにアクセ
スする手間がかからないため、リアル
タイムの情報収集と提供が実現する。
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表紙イラスト
「グリーンイノベーション」に対して ICT（情
報通信技術）はどんな対応ができるだろ
うか。自然エネルギーを中心に ICT 技術
を活用したエコアイランド計画が進んでい
る。LED 電球の普及で白熱電球は過去
のものになろうとしている。やがて来る社
会はどんな姿になるのだろうか。

Erdősナンバーと
Baconナンバー
中心人物はだれ？

河原林 健一
国立情報学研究所
情報学プリンシプル研究系 教授

　私の研究分野では、研究者同士の結びつきを Erdős（エルデシュ）

ナンバーで表すことがある。Erdősナンバーとは、科学者同士の共著

論文による結び付きにおいて、数学者 Paul Erdősとどれだけ近いか

を表す概念である。例えば、Erdősと共著論文がある研究者は Erdős

ナンバー 1、「1」の研究者と共著論文がある研究者は「2」、というよ

うに Erdősナンバーが定義される（ちなみに私は Erdősナンバー 2）。

Erdősの書いた論文数が非常に多い（生涯で 1500本以上の論文を出

版）ことから、彼の共同研究者によってユーモアを込めて考え出された。

Erdősナンバーの特筆すべきことは、現役数学者の大半は Erdősナン

バー 6以下であることにある。

　ハリウッドにも同様の概念がある。Baconナンバーというものであ

る。Kevin Baconと共演、あるいは映画・TV製作に関わった俳優や

関係者は Baconナンバー 1を得る。そして「1」の人と仕事がある関

係者は「2」、というように Baconナンバーは定義される。Baconナ

ンバーについて特筆すべきは、ハリウッド関係者、TV関係者の大半

は Baconナンバー 6以下であることにある。

　Paul Erdősは 20世紀を代表する数学者であり、多くの研究者と共

同研究をしてきた。したがって数学、そして科学界で Erdősナンバー

を定義するのは自然である。しかしハリウッドではなぜ Kevin Bacon

で、なぜ Jack Nicolsonではないのか ?　Kevin Baconには失礼だが、

彼より有名な俳優はいくらでも思いつく。しかし Kevin Baconほど多

くのハリウッドやTV関係者に関わった俳優はいないらしい。ハリウッ

ドの超有名セレブは、自分たちご用達の取り巻きと一緒に仕事をする

ため、それほど多くの関係者と仕事をしないのだろう。一方 Kevin 

Baconは、どちらかというと「節操」なく誰とでも仕事しているので

はないかと推測される。

　Erdősナンバー、Baconナンバーは、それぞれ科学界、ハリウッド

界において「中心人物」から比較的短い経路ですべての人が結ばれる

ネットワークを表している。TwitterやFacebookをはじめとする「ソー

シャルネットワーク」も同じような構造をしていることが知られてい

る。しかし Paul Erdősや Kevin Baconに相当する「中心人物」を特

定することは簡単ではない。

　中心人物が特定できれば、今回の東日本大震災の時のような緊急事

態で、中心人物からソーシャルネットワーク全体にすばやく情報伝達

が可能になるだろう。中心人物は Paul Erdősのような有名人であろう

か ?　それとも Kevin Baconのように節操なく誰とでも仕事をする人

であろうか ?　それともほかの誰かか ?　ソーシャルネットワークの「中

心人物」の特定は、ネットワーク解析においての今後の研究課題である。
 （Paul Erdo’’s：ポール・エルデシュ、ハンガリーの数学者、1913～ 1996年）
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